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総額約1,705億円
平成22年度予算を審議 原案可決

2 月定例会
平成22年2月24日～3月24日

　2月定例会では、予算特別委員会（議長を除く全議員で構成）を設けて新年度予算案を審議しました。新
年度予算は、一般会計約987億円、特別会計（19会計）約502億円、企業会計（5件）約216億円です。
　予算特別委員会で総括質疑を行った後、具体的な審議は分科会（総務・教育民生・経済・建設環境の各常
任委員会を分科会とする）で行います。各分科会では活発な質疑が行われ、意見が交わされました。分科会
で出された意見と採決の結果の報告を受け、予算特別委員会委員長がとりまとめて本会議に報告し採決を
行った結果、25件の予算案は全て原案どおり可決されました。
　審議の中で出された質疑の項目と執行部の答弁の要旨について、主なものを南波巖予算特別委員会委員長
の報告の中から抜粋してお知らせします。

　合併の時点では、限られた時間と人員で安全、
確実に電算システムを統合する必要があり、旧
松江市のソフトウェアをベースに改修を加え
た。改修はできるだけ少なくし、旧市システム
に旧町村のデータを移行した形になっている。
従って、現在のシステムは当初稼働した時のま
まで、25年経過し老朽化しており、今回新し
いシステムを導入したい。開発・構築費用、運
用経費、データ移行経費など、総事業費は63
億円を見込んでいる。

　事業費総額は約39億円を見込んでおり、今
後も増額の予定はない。歴史館前の惣門橋通
り、東側の中ノ丁通りの整備については、周辺
の町内会、商店街との協議を行いながら予算化
し、事業を進めている。今後も町内会・商店街
とも一緒になって歴史館の活用について考えて
いく。

　地元の同意も得ながら慎重に進めていきた
い。城西地区についても、具体的な内容を地元
関係者と協議する。内中原幼稚園の園舎が非常
に危険な状態になりつつあることから、地元か
らの要望もあり、幼保園という方向に向けて検
討するということで調査費を計上している。

　保健事業の推進や医療費抑制策の実施、収納
率向上対策など、国保運営の健全化に努めてき
た。しかし、平成17年度から平成20年度ま
で、1人当たりの保険給付費が年平均3.9％ず
つ増え、これまでのようには対応できなくなっ
た。大変厳しい判断ではあったが、保険料引き
上げをお願いしている。今後は、医療費の抑制
策と健康づくりに積極的に取り組んでいかなけ
ればならない。

　LRT( 次世代型路面電車 ) については、平成
22年度に市民、交通事業者などの参画を得て
「松江市都市交通戦略」を策定し、新しい交通
システムを含む交通体系を政策として位置づけ
たい。平成23、24年度には、導入の可能性
と事業化に関する調査を行う予定。議会の意見
も聞きながら、市民への丁寧な説明を重ね、平
成24年度以降の早い時期に判断したい。

　南殿町地区市街地再開発組合から、再開発ビ
ルの保留床の公的な利用と一畑百貨店本店跡地
の整備について要請を受けたが、公的な利用は
難しく、企業進出や出店の情報があれば紹介し
たいと申し上げている。
　殿町再開発の軌道修正については、庁内に検
討組織を設置した。殿町地区全体の状況も考慮
し、現実的な活用策を検討したい。並行して、
地元関係者の意見を聞き反映したい。

幼保園の整備方針は？

コンピュータシステム 25年ぶりに更新
国保料10％引き上げの要因と対策

LRT導入 判断は24年度以降

殿町再開発は軌道修正へ

松江歴史館建設と周辺整備
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 請願・陳情の審議結果
件　　名 提　出　者 審 議 結 果

請 願 第 ２ 号 日米ＦＴＡ交渉を行わないことを求める意見書の提出
を求めることについて

島根県農民運動連合会松江市協議会
代表　古藤　一郎

閉会中の継続審査
（全会一致）

請 願 第 ３ 号 永住外国人への地方参政権付与の法制化に反対する意
見書提出を求めることについて 鳥谷　恒好 採択

（賛成多数）
陳 情 第 ５ 号 公的保育制度の堅持・拡充と子育て支援予算の増額を

求めることについて
全国福祉保育労働組合島根支部
執行委員長　小村　祥子

閉会中の継続審査
（賛成多数）

陳 情 第 ６ 号 現行保育制度の堅持・拡充と保育・学童保育・子育て支
援予算の大幅増額を求める意見書の提出を求めること
について

新日本婦人の会松江支部
支部長　柏木　小枝子

閉会中の継続審査
（賛成多数）

陳 情 第 ７ 号 気候保護法制定についての国への意見書採択を求める
ことについて

新日本婦人の会松江支部
支部長　柏木　小枝子

不採択
（賛成少数）

陳 情 第 ８ 号 性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律の
抜本的な改正を国、関係省庁、および衆参両議院議長へ
意見書の提出を求めることについて

紫の風
代表者　上田　地優 取り下げ

陳 情 第 ９ 号 後期高齢者医療制度をめぐることについて 島根県社会保障推進協議会
会長　池渕　栄助

不採択
（賛成少数）

陳情第 13号 後期高齢者医療制度を廃止し高齢者が安心できる医療
制度創設の意見書採択を求めることについて

島根県社会保障推進協議会
会長　池渕　栄助

不採択
（賛成少数）

陳情第14号 県の福祉医療費助成制度の定率（応益）負担を廃止・撤
回し定額負担に戻すことを求める意見書採択について

島根県社会保障推進協議会
会長　池渕　栄助

閉会中の継続審査
（賛成多数）

陳情第15号 安心・安全な公共事業を推進するため、国土交通省の事
務所・出張所の存続を求める意見書の採択について

国土交通省全建設労働組合
中国地方本部
執行委員長　末永　敦　外１団体

閉会中の継続審査
（全会一致）

陳情第16号 高齢者への肺炎球菌ワクチン接種の推進と接種への公
費助成を求めることについて

肺炎球菌ワクチンを広める会代表　
礒部　威（島根大学医学部教授）
外１団体

閉会中の継続審査
（全会一致）

陳情第17号 国保保険料引き上げ中止等を求めることについて 島根県社会保障推進協議会
会長　池渕　栄助

不採択
（賛成少数）

件　　　　　　名 審 議 結 果
議員提出議案第１号 中国横断自動車道尾道松江線、山陰自動車道の早期全線開通を求める意見書につ

いて
原案可決
（賛成多数）

議員提出議案第２号 政府として直接地方の声を聞く仕組みを保障することを求める意見書について 原案可決
（賛成多数）

議員提出議案第３号 選択的夫婦別姓のための民法改正に反対する意見書について 原案可決
（賛成多数）

委員会提出議案第１号 永住外国人への地方参政権付与の法制化に反対する意見書について 原案可決
（賛成多数）

　松江市は、合併特例法に基づく東出雲町民からの直接請求を受けて、法定合併協議会の設置議案を議
会に提出しました。市議会は、本会議で市長から提案説明を受け、議案審査を総務委員会に付託。委員
会で議論した後、本会議で総務委員長から質疑・討論の内容と「原案可決」との審査結果の報告を受け
て採決を行い、賛成多数で議案を可決しました。　
　一方東出雲町議会では、法定合併協議会設置議案を否決。住民投票を実施することになりました。

 

請願・陳情の審議結果は下表のとおりです。

 意見書提出の審議結果 意見書の審議結果は下表のとおりです。

総額約1,705億円
平成22年度予算を審議 原案可決

法定合併協議会設置を可決
東出雲町は住民投票へ

4 月臨時会
平成22年4月13日
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　2 月議会では、3月 1日から 3月 3日までの 3日間
にわたり一般質問を行いました。
　質問をした議員本人が質問をした項目の中からひ
とつ選び、要旨をまとめたものを掲載しています。2月議会 一般質問

市政のここが聞きたい　16人の議員が質問

質 問 来年度の市政運営方針と予算について
 政権交代の下、昨今の厳しい景気・経済状況の中で来年度の
市政運営方針と予算について問う。

回 答 前向きな施策を一つずつ実施したい
 雇用奨励金制度を活用し若者定住対策を進める等前向きな施
策を着実に進めていく。子ども手当は 6月 10 月 2 月の 3回
支払い、松江市の負担は 3億 3千万円弱。保育所待機児童解
消策として来年度定員を 275 名増やす。乳幼児医療費無料化
は小学 3年生まで拡充、対象者は 5千人余、5億円。農業戸
別所得補償モデル事業は米販売農家と集落営農組織へ反当たり
1万 5千円支給。米つくりの下支え。体育館は各種全国大会が
開かれる規模で現在地で早い機会に建立。
 大橋川改修事業はおおむね 10年位で築堤水門を完了予定だ
が全てが終了するのは 20年間。市街地の内水排除対策も大橋
川改修事業と調整しながら実施する。

田
た

中
なか

 弘
ひろ

光
みつ

  （松政クラブ）
・政権交代下での来年度の市政運営方針
（子ども手当の地方負担は約束違反では）
（保育所待機児童の解消と医療費無料化）
（農業の戸別所得補償モデル事業とは）
（市立体育館の建替えと古浦西長江線は）
（28年ぶりの大橋川改修事業の再開）
（斐伊川・神戸川治水事業の実施見通しは）
（松江市街地の内水排除対策事業の概要）

質 問 「地域主権」実現への課題は何か
 地方と国の関係を見直そうとする国の動きについての見解
と、「地域主権」を実現するために解決すべき課題や問題意識
などについて伺いたい。

回 答 役割分担と財源の移譲が何よりも必要
 国と地方の役割分担を明らかにし、それにふさわしい権限と
財源を地方に移していくことが何よりも必要だ。同時に、国の
法律で地方を一方的に縛っていくという制度をなくしていかな
ければならない。仮に国が法律をつくっても、実際に事業を実

施する地方自治体が、ある程
度自主的な判断ができるよう
な条例をつくり、地方の独自
性を出していくことが必要だ
と思う。

・地方交付税制度の今後
・地方分権・自治体改革
・LRT（次世代型路面電車）を活用した「ま
ちづくり構想」
・「Ruby」の可能性と普及促進

川
かわ

井
い

 弘
ひろ

光
みつ

  （市民クラブ）

質 問 住宅用火災警報器の普及について
 総務省消防庁の発表によると、2009 年 12 月時点で全国の
住宅用火災警報器の普及率は 52％、義務化された自治体でも
60.8％にとどまる結果である。島根県での普及率は 27.7％、
しかし松江市はそれ以下の 21.5％となっている。今年に入っ
て松江市内で 3人の死亡を伴う火災が発生した。そこで、市
営住宅での火災警報器の普及状況と市民に対しての啓もう活動
について伺う。

回 答 今まで以上に普及のため説明会を行う
 市営住宅における警報器の普及状況は約 80％を整備してい
る。今年度末には全戸の整備が完了する。市民の皆さん方に対
しての啓もう活動については、共同購入制度の紹介とか、消防
団による取り付け支援体制の整備、住宅用火災警報器ホットラ
イン開設など、積極的に行っている。今後さらに推進する。

・国の財政状況について
・松江市の平成22年度予算について
・統計分析の専門職員の配置について
・国民読書年について
・食育について
・電子黒板導入について
・安心安全のまちづくりについて
 （住宅用火災警報器の普及について）

桂
かつら

  善
よし

夫
お

  （公明クラブ）

質 問 定置網クラゲ被害の補助率の上乗せは
 天災とも言える大型クラゲの来遊により定置網の事業経営は
大打撃です。緊急支援助成の新設と水産振興補助事業に対する
補助率の上乗せを図るべきと思うのですがいかがでしょうか。

回 答 予算措置を講じて事業支援
 定置網漁業は松江市沿岸部の
漁獲量、漁獲高の 4分の１を占
めています。大変基幹的な役割
を担っているという観点から引
き続き事業支援をいたします。

・松江市発注公共事業について
・定住自立圏構想と道路整備について
・中海本庄工区の水質浄化 漁業振興と中
海利活用について
・島根半島にある定置網に対する助成割
合について

森
もり

脇
わき

 敏
とし

信
のぶ

  （松政クラブ）

会派代表質問 会派代表質問

会派代表質問会派代表質問
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質 問
 子ども手当について 市の負担が

    

なくなった場合の使途について
 子ども手当は、全額国の費用でするとの約束です。しかし、
22年度は市の負担が約 3億円、県の負担が約 3億円。約束ど
おり全額国費となれば合わせて 6億円を負担しなくてもいい
ようになります。これを子育て支援のサービスに充てられるこ
とになるのですが、市長はどうお考えですか。

回 答 松江市独自の子育て支援策を考える
 全額国で負担すべきものと思っている。平
成 23 年度以降については強くそれを要請し
ていきたい。そこで、これをどう使うかだが、
県分約 3億円は相談しなければいけないが、
松江市独自の子ども子育て支援策を考え、対
応していきたい。

篠
しの

原
はら

  栄
さかえ

  （公明クラブ）

質 問 原発立地地域の特措法延長に向けて
 原発立地地域に関する特別措置法による財政支援措置により
これまで道路整備、小中学校の整備等数多くの事業が実施され
てきた。また松江第五大橋区間など継続中の道路事業もある。
この特措法は平成 22年度末が期限になっている。延長に向け
ての具体的な取り組み状況と延長に何を期待されるか伺う。

回 答 市の最重点課題として取り組んでいく
 市の最重点課題として取り組んでいく。昨年11月政府・与党、
県選出国会議員に要望を行った。今後も県と一緒になって国に
対し働きかけていく。延長になれば現在継続している第五大橋
道路、古浦西長江線に対応していく。加えて大橋川に関連した
まちづくり事業に新たに取り組んでいきたい。補助率のかさ上
げ等財源措置のある大切な法律であり、延長に向けて取り組ん
でいく。

・原子力防災訓練の評価と今後のあり方
・原子力発電所に係る交付金の見込 市民
広報 使途の拡大について
・原発立地地域に係る特措法について
・核燃料サイクル交付金について
・核燃料税の見込について
・東出雲町と合併した場合交付対象にな
るのか

・子ども手当について
・ヒブワクチン接種の周知と公費助成に
ついて
・介護保険について（16項目）
・医療について
（医師・看護師不足や明細書の発行、診
療報酬改定の影響について）

松
まつ

蔭
かげ

 嘉
よし

夫
お

  （松政クラブ）

質 問 松江城国宝化に向けて
 定例的な組織機構改革に先立って松江城国宝化推進室を設置
されたが、担当する職員が兼務であり、市民挙げて機運を高め
なければならないのに意欲が感じられないが、どのように考え
ているのか。そして、今後のスケジュールも伺いたい。 

回 答 松江開府400年祭の期間中にめどをつけたい
 新年度には、室長、正規職員を配置
し、専門家による調査研究組織も立ち
上げる予定である。文化庁との協議を
進め、松江開府 400 年祭の期間中にめ
どをつけていきたい。

吉
よし

金
かね

  隆
たかし

  （松政クラブ）

質 問 命を守る国保行政の実行について
 国保料値上げは滞納増加、保険証取り上げなど命にかかわる
深刻な事態となるのではないか。国保会計悪化の原因は国庫補
助の削減や後期高齢者医療制度によるもので市民に責任はな
い。一般会計からの繰り入れを増やし市民への負担転嫁はやめ
ること、国庫補助の増額を国に求められたい。早期発見、早期
治療という点から人間ドックの制度の拡充を求める。

回 答 10%の値上げと一般会計繰入れなどで対処
 財源が不足するため 30％の保険料の引き上げが必要で、国
民健康保険運営協議会からおおむね 10％の引き上げが適当と
の答申を受けた。残りについては、一般会計繰り入れと、貸付
金で対応することにした。国保財政への支援の拡大等、国に強
く要望している。
 人間ドックについては、今回 60歳以上の方の費用は一般会
計から国保会計に助成をすることにした。

・市政運営における市長の政治姿勢につ
いて
・命を守る国保行政の実行について
・介護保険の改善について

・松江城国宝化に向けて
・城山公園の整備について
・松江市立女子高等学校国際文化観光科
について
・外国人観光客について
・観光二次交通について
・かつての田和山地区開発について
・今後の都市計画について
・国家公務員法改正について
・殺人事件などの時効と死刑について
・もんじゅ運転再開について

飯
いい

塚
つか

 悌
てい

子
こ

  （共産党議員団）
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質 問 携帯電話を利用した情報提供について
 市のホームページや広報を「見てもらう」のは旧来の手法。
現代において積極的に市民に情報を提供する上で携帯メールを
もっと活用してはいかがか。市の、欲しい情報（待機児童・社
会福祉等）を登録していただき、わざわざ市役所に電話をしな
くてもいいようなシステムの構築はできないか。

回 答 新しい広報手段として検討します
 大いに活用できると考えられることから検討します。携帯電
話は若い世代だけでなく世代を超えて広く浸透しています。そ
れを利用したメール配信
サービスやQRコードを
生かして、情報を取捨選
択をしながら携帯電話を
生かした情報提供サービ
スに取り組みたいと考え
ています。

・超少子高齢化型社会について
・若い人間の活力その活用について
・今秋の観光等のイベントについて
・メール配信を利用した情報提供サービ
スの拡大について
・ごみの分別・収集体制について

野
の

津
つ

 直
なお

嗣
つぐ

  （松政クラブ）

質 問
 保育所の待機児童解消、保育士確保や

    保育所との連携について
 待機児童問題については、議会、松江市、市民の思いがずれ
ているように見えます。保育所申し込みの窓口は修羅場だと聞
いていますが、待機児童を解消するため何をされますか。保育
士確保策は。また、保育所との連携は。

回 答
 民間保育所の整備に努め、3年間で

    620名の定員増を
 平成 21年、就学前で幼稚園にも保育園にもいっていない子
どもの数は 3,000 人。すぐに解消するのは難しいですが、民

間の施設の整備支援をして、3 年間で
620 名の定員増を予定しています。連
携については、保育研究会や保育関係労
働団体と、年に数回意見交換。定員を超
えた入所者数（平均入所率 113.7％）で
対応してもらっています。

・保育所の待機児童について
・高齢者福祉
・地域における医療
・高齢者が食を支える集落営農
・観光客（バス）への対応
・活力ある松江をつくることについて

貴
き

谷
たに

 麻
ま

以
い

  （松政クラブ）

質 問 積極的な雇用確保と就業支援の推進を
①雇用奨励制度の必要性と規模。
②臨時雇用者にも雇用奨励の対象枠を拡大できないか。

回 答 雇用奨励は優秀な人材確保のチャンス
①厳しい雇用環境の中、企業ができるだけ間口を拡げ、優秀な
人材確保が図られるように雇用奨励するもので、規模は高卒
180 名・県内大学等 120 名・その
他県外大学・制度導入効果分など、
550 名程度と試算している。

② 2月時点での市臨時雇用者は 231
名、その内 42名が再就職している。
25 ～ 39 歳までの不安定就労者な
ど新卒者以外の雇用は、国の制度に
頼らざるを得ない。

・行政評価の新しい手法の導入について
・自治体行政の生産性向上について
・総合企画・調整部門の強化について
・創設される雇用奨励金制度について
・臨時雇用者の就業支援定住化について
・ホームヘルパーの就業支援について
・がん対策推進条例と推進体制について
・女子高の21年度卒業生進路について

斎
さい

藤
とう

 菊
きく

市
いち

  （友愛クラブ）

質 問 観光戦略の新展開について
 2011 年は国際文化観光都市建設法制定 60 周年であるが、
2012 年は「古事記 1，300 年紀」であることも併せ、奈良・
京都等と連携した観光振興を。
 また、新しい体験ツアーを用意して、観光客のニーズに応え
てもらいたい。

回 答
 国際文化観光都市間の連携

    まち歩き観光の推進
 60周年には京都市・奈良市をご招待し、今後の連携を検討
していきたい。「古事記 1，300 年紀」は、島根・鳥取・奈良・
宮崎県と連携してPRを行うことになっており、積極的に参画
していきたい。
 来年は松江開府 400 年博に取り組むが、これを「まち歩き
観光」のスタートとしたい。市民が観光客を引っ張って歩くよ
うなまち歩き観光を広めていきたい。

・企業誘致について
 （京阪神地域への市職員派遣）
・国際文化観光都市60周年と観光戦略の
新展開について
・姉妹都市交流と経済交流について
・大都市圏における産直市について
・ワークシェアリングと働く女性対策に
ついて

畑
はた

尾
お

 幸
こう

生
せい

  （市民クラブ）
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質 問 都市計画税及びその関連事項について
①現在の市街化区域のみに都市計画税を課税することについて
検討する必要があるのではないか。

②設定後 40年経った松江圏都市計画区域について。
③都市計画マスタープランの見直し方について。

回 答
 都市計画税を財源として 都市計画事業

    を更に進めたい
①今後とも経費の一定部分を、目的税である都市計画税として負
担いただき、まだ遅れている都市計画事業を進めていきたい。

②都市の現状も変化してきており、国では制度の見直しが行わ
れているように聞いている。地域の実情に応じた制度となる
よう国、県に働きかけていきたい。

③土地利用の現状把握と住民の皆様方の意見を聞きながら、地
域の実情に応じ 5年の見直しにこだわらず柔軟に対応して
いきたい。

森
もり

脇
わき

 幸
ゆき

好
よし

  (松政クラブ)

質 問 「住民が主人公」の河川整備計画を
 鳥取・島根の両県知事が大橋川改修について協定を締結した
が、共産党のアンケートでは、「関係住民の合意はできていない」
の声が回答者の 8割にも及んでいる。河川整備計画にどのよ
うに「住民が主人公」の立場を反映するのか。

回 答 改正河川法の趣旨を十分に踏まえる
 住民の意見集約については、
原案の縦覧や意見発表会が開催
される。松江市としても、河川
法上の手続きとは別に住民合意
に向けて沿川の治水対策協議会
を中心に説明会や意見交換会を
開催している。新河川法の趣旨
を十分踏まえて、住民の意見を
反映させたい。

片
かた

寄
よせ

 直
なお

行
ゆき

  （共産党議員団）

質 問 原子力発電所立地制度について
 原子力発電所の立地交付金制度は、電源開発促進税として
1,000 キロワットアワー 375 円の税率徴収したもので特別会
計が組まれています。松江市では平成 21年度 67 億 1,120 万
9,000 円、平成 22年度は 42億 4,794 万 9,000 円が入ってき
ます。また、長期発展交付金は 3号機の運転開始によって 6
億 3,182 万円から 8億 8,500 万円に増額となります。今後の
利用方針はいかがでしょうか。

回 答 交付金は地域振興に
 各地域の振興に寄与する事業へ活用してまいります。

田
た

中
なか

 豊
とよ

昭
あき

  （松政クラブ）

質 問 消防分団員の制服支給の見直しを
 消防分団員の業務は、巡回から災害時出動に至るまで多岐に
わたり、現在の制服支給 1人 1着では不足、失礼である。また、
消防分団員の専用長靴についても、個人購入している団員もい
るというが、見直しは。

回 答 平成22年度より２着貸与にします
 分団員の被服貸与の見直
しを行い、平成 22 年度か
ら順次貸与といたします。
消防団員用長靴について
も、損傷等あれば代品を再
貸与いたします。

・地上デジタル放送移行問題
・斐伊川水道事業について
・大橋川改修と治水計画

・コミュニティバス玉湯～市立病院線の
試験運行について
・国民健康保険について
・都市計画税及びその関連事項について
・過疎法について
・オンリーワンのまちづくりについて
・合併をした旧7町村の意見交換会につ
いて

・歴史まちづくり法について
・消防関連・消防団の福祉について
・なかうみ大橋交通安全対策、渋滞対策に
ついて
・宍道湖の漁業振興策、漁獲状況について
・中海圏域の環境状況、浄化対策について

・原子力発電所立地制度について
・産業振興について
・中国電力3号機建設と松江市への影響
について
・初期対策交付金事業である栽培漁業施
設について
・松江開府400年祭に合わせて宗家の町
津山市との振興について

野
の

津
つ

 照
てる

雄
お

  （松政クラブ）
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あなたと議会をむすぶ

周南市、岩国市を
研修視察
（平成22年3月29日～3月30日）

　議員は得てして「臨場感」
や「自分達が何を伝えたい
か」ということを大切にし
がちです。でも周南市や岩
国市の広報委員会では「市
民が議会を身近に感じられ
る」ということを一番大切
にしていました。

「情熱を深く学んだ！」──岩国市研修中

パソコンで「松江市議会」を検索

アクセスはこちら
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　読
者
（
市
民
）
の
皆
さ
ん

は
、
ど
ん
な
情
報
を
求
め
て

い
る
の
か
。
創
刊
以
来
の
私

た
ち
編
集
者
の
課
題
で
あ

り
、
悩
み
で
も
あ
り
ま
す
。

「
議
員
の
本
音
が
出
る
よ
う

な
記
事
を
企
画
し
て
は
ど
う

か
。」
私
た
ち
特
別
委
員
会

が
開
催
し
た
議
会
広
報
編
集

勉
強
会
の
講
師
を
つ
と
め
て

い
た
だ
い
た
松
本
英
史
さ
ん

（
市
政
策
部
広
報
専
門
監
）

の
言
葉
で
す
。

　三
月
末
に
は
周
南
市
と
岩

国
市
で
の
研
修
も
行
い
ま
し

た
。議
会
は
合
議
の
場
。ま
ず

は
議
論
の
内
容
と
そ
の
結
果

を
、限
ら
れ
た
紙
面
の
中
で

少
し
で
も
多
く
伝
え
た
い
。

　議
員
の
手
作
り
で
あ
る
が

故
に
ま
だ
ま
だ
未
熟
な
紙
面

で
す
が
、
研
修
を
積
み
試
行

錯
誤
を
繰
り
返
し
な
が
ら
、

「
読
ま
れ
る
情
報
誌
」
を
目

指
し
て
い
ま
す
。

　

議
会
広
報
等
特
別
委
員
会

川　

井　

弘　

光

A. 市民のご意見により、前の号から
議員名（一般質問）にふりがなをつけました。

Q. 議員の名前の読み方
がわかりません。

はげましのおはがきやメールも頂きました。
ありがとうございました。


